地方公共団体におけるＲＰＡ実装に関する事業（地方単独事業）　実施計画書［様式１］



	１．実施団体名

	※　団体名を記載

	

	２．事業の目的

	※　地方公共団体が抱える課題、事業の最終的な目的及び事業完了後に想定される効果について分かりやすく記載すること


	

	３．対象業務

	（１）RPA導入課室
	※　RPA導入対象業務を所管する課室名を記載すること（例：市民税課、会計課、情報システム室等）

	（２）RPA導入分野
	※下表（地域情報プラットフォーム業務ユニット分類）から選択して記載
[bookmark: _GoBack]※㉑は国庫補助事業での採択実績がないため対象外　

	①
	住民基本台帳
	⑩
	国民年金
	⑳
	就学

	②
	印鑑登録
	⑪
	障害者福祉
	㉑
	戸籍

	③
	選挙人名簿管理
	⑫
	後期高齢者医療
	㉒
	児童扶養手当

	④
	固定資産税
	⑬
	介護保険
	㉓
	住登外管理

	⑤
	個人住民税
	⑭
	児童手当
	㉔
	財務会計

	⑥
	法人住民税
	⑮
	生活保護
	㉕
	庶務事務

	⑦
	軽自動車税
	⑰
	乳幼児医療
	㉖
	人事給与

	⑧
	収滞納管理
	⑱
	ひとり親医療
	㉗
	文書管理

	⑨
	国民健康保険
	⑲
	健康管理
	㉘
	その他（以下から選択）

	ふるさと納税手続き、メール無害化処理、雨量・水位等の情報収集・入力、エコオフィス活動データ集計、
オープンデータ推奨フォーマット作成、ログ解析、統計書作成、空き家データベース作成、道路占用許可申請、
保育園・学童クラブ・放課後児童クラブ等の申請、浄化槽設置等申請、狩猟登録、畜犬登録、中小企業共済、
災害共済給付金、防火管理者講習会受講者登録、システムへのユーザー登録、粗大ゴミ回収依頼、
難病医療費助成、中小企業動向調査、議員登庁状況確認、議会答弁書の確認

	（３）RPA導入業務
	※　どのような業務にRPAを導入するのか、誰がどのようにRPAを利活用するのか等、事業におけるRPAの導入業務について内容を詳細かつ具体的に記載すること

	（４）当該業務を選定した理由
	※上記ウの業務をRPA導入対象業務に選定した理由を記載（例：事前の業務分析により業務量を洗い出した、繰り返し作業であり導入が容易、職員からの強い要望等）



1
